
印西地区消防組合公告第３号

地方自治法第２３４条第１項の規定により、事後審査型制限付一般競争入札を次のとおり

実施する。

  令和４年４月２５日

印西地区消防組合管理者 板 倉  正 直

１ 事業名称

（１） 事 業 名  指揮車購入

（２） 納入場所  印西地区消防組合印旛消防署

（３） 納入期限  令和４年１１月２５日

（４） 事業概要  

①目 的  指揮車の更新整備

      ②規模等  指揮車 １台

③仕 様  別途仕様のとおり

（５） 入札方法  事後審査型制限付一般競争入札

２ 入札参加条件

   入札参加を希望する場合の資格要件は、次のとおりである。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者の

ほか、次のいずれかに該当する場合は参加することができない。

   ・印西地区消防組合を構成する市（印西市及び白井市以下「関係市」という。）の令和

４・５年度、印西市入札参加資格者名簿・白井市競争入札参加者適格者名簿に登載され

ていない者。

・印西地区消防組合及び関係市の建設工事請負業者等指名停止措置要綱に基づく指名

停止措置を当該事業の公告の日から入札日までの間受けている者。

・手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者。

・当該事業の入札日前６か月以内に手形、小切手を不渡りした者。

・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請した者で同法に基づく裁判所

からの更生手続開始決定がされていない者。

・民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用申請した者で同法に基づく裁判所

からの再生手続開始決定がされていない者。

・印西地区消防組合建設工事等暴力団対策措置要綱の別表に規定する措置要件に該当

する者。

（２） 工事案件ごとに別表に定める入札参加資格要件を満たす者であること。



３ 入札参加資料の提出等

   入札参加希望者は、別表に定める届出期間内に事後審査型制限付一般競争入札参加届

出書を持参若しくは書留又は簡易書留により提出するものとする。

（１）様 式 印西地区消防組合ホームページ→入札情報からダウンロード

        ＵＲＬ http://fire-inzaichiku.eco.coocan.jp/ 

（２）期 間 令和４年４月２５日（月）から令和４年５月１２日（木）

       （土曜日、日曜日、祝日を除く）

（３）時 間 午前９時から午後５時まで

（４）場 所 印西地区消防組合消防本部総務課

４ 設計図書等の配布又は縦覧又は貸出

   印西地区消防組合入札約款及び本業務に係る契約書案、設計図面及び仕様書（以下「設

計図書等」という。）の縦覧は次のとおり行う。

（１）縦覧期間 令和４年４月２５日（月）から令和４年５月１２日（木）

        （土曜日、日曜日、祝日を除く）

（２）縦覧時間 午前９時から午後５時まで

（３）縦覧場所 印西地区消防組合消防本部総務課（入札約款及び本業務に係る契約書案）

        印西地区消防組合消防本部警防課（設計図書等）

５ 質問及び回答

   設計図書等に関して質問等がある場合は、事業担当（警防課）に電話連絡のうえ、使

用印の押印された質問書により、次のとおりファクシミリ又は電子メールにて提出する

こと。質問締切までは何度でも質問をすることができる。

（１）期 間 令和４年４月２５日（月）から令和４年５月１２日（木）

（２）提出先 印西地区消防組合消防本部総務課

回答は、令和４年５月１９日（木）までにファクシミリ又は電子メールにて通知する。

 なお質問ができる者は、別表に定める資格要件のうち「工種（業種）」「事業所の所在  

地」「車両（特殊用途自動車）」の全てを満たす者とする。

６ 入札及び開札

（１）入札期間

    別表に定める。

（２）入札方法

    入札期間に持参若しくは書留又は簡易書留により入札すること。

落札決定に当たっては、消費税及び地方消費税額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって契約金

額とするので、入札金額は税抜とすること。



（３）開札

    別表に定める。

７ 落札候補者及び落札者の決定

（１）落札候補者の決定

別表に定める。

（２）疑義申立て

落札候補者を選出した後、疑義申立ての期間について、契約の締結を一時保留し、

これを経過した後、落札者を決定する。なお、疑義申立てにより、設計の違算を確認

し、当該入札を無効とした場合には、消防組合は当該入札において、生じた一切の責

任を負わない。

（３）落札者の決定

別表に定める。

８ 契約の締結について

落札候補者は、落札決定の日から７日以内（休日を除く。）に当該契約（議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１３号）の規定

により議決を要する契約に係る仮契約を含む。以下同じ。）を締結しなければならない。

また、期間内に契約を締結しないときは、落札はその効力を失う。

９ 入札参加資格等確認書及び確認資料等の提出

   開札後、落札候補者となった者は、別に配布する事後審査型制限付一般競争入札参加

資格確認書提出要領に基づき、落札候補者として決定した日から起算して５日以内に入

札参加資格等確認書及び確認資料等を持参により提出し、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。

10 その他

（１）資格確認資料作成説明会及び現場説明会は、実施しない。

（２）資格確認資料のヒアリングは、実施しない。

   ただし、記載内容が不明確で入札参加資格を確認できない場合には、説明を求めるこ

とがある。

（３）入札参加者は、入札約款及び設計図書等を熟読し、入札に参加すること。

（４）提出された届出書等は返却しない。なお、届出書等は、公共工事の入札及び契約の適

正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）及び同法施行令（平成１３年

政令第３４号）等の規定により公表する場合を除き、公表し、又は無断で使用するこ

とはしない。資格確認資料は、返却しない。なお、公表し、又は無断で使用すること

はしない。

（５）納期は、事情により変更することがある。



11 問い合わせ先

   印西地区消防組合消防本部

    入札担当 総務課  電 話 ０４７６－４６－９９４２

    事業担当 警防課  電 話 ０４７６－４６－９９６２

              ＦＡＸ ０４７６－４６－９９１４

              Ｅ-mail keibou-inzaichiku@nifty.com 



印西地区消防組合公告第３号 別表 

入札に関する事項 

１ 事業概要 

事業名 指揮車購入 

納入場所 印西地区消防組合印旛消防署 納期 令和４年１１月２５日まで 

概要 印旛消防署指揮車の更新整備 

予定価格 ￥４，６６５，８００円（税抜）  

２ 入札参加条件

資格要件 工種（業種）（※１） 車両（特種用途自動車）

事業所の所在地（※１）  

その他事業に必要な資格条件  

３ 入札参加資料の提出等

届出期間 令和４年４月２５日（月）午前９時から令和４年５月１２日（木）午後５時まで 

入札参加資料等の提出を書留又は簡易書留とすることができる。 

届出書類 事後審査型制限付一般競争入札参加届出書 

４ 設計図書等の交付

交付期間 令和４年４月２５日（月）午前９時から令和４年５月１２日（木）午後５時まで 

５ 質問及び回答

回答 令和４年５月１９日（木）までにファクシミリ又は電子メールにて通知する。 

６ 入札及び開札

入札期間 令和４年５月２６日（木）午前９時から令和４年５月２７日（金）午後５時まで 

入札書等の提出を書留又は簡易書留とすることができる。 

開札 令和４年５月３０日（月）午前９時３０分以降、公告の番号順に行う。 

入札者が一人の場合でも、落札決定を行う。 

７ 落札候補者、入札参加資格確認及び落札者の決定

落札候補

者の決定 

予定価格の範囲内で、最低価格をもって入札した者を落札候補者として決定する。 

事後審査

書類の提

出 

入札参加資格等確認書及び確認資料を持参により提出。 

備考

事業担当 印西地区消防組合消防本部警防課 担当 警防係 

（電話） ０４７６－４６－９９６２  （ファクシミリ） ０４７６－４６－９９１４ 

（電子メール） keibou-inzaichiku@nifty.com 

（※１）令和４・５年度、印西市入札参加資格者名簿・白井市競争入札参加者適格者名簿に登載されている者。 



物品類売買契約書

１． 事 業 の 名 称  指揮車購入

２． 納 入 場 所  印西地区消防組合印旛消防署

３． 納 入 期 限  令和４年１１月２５日

４． 契 約 金 額  金          円

（ うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金       円）  

５．  契 約 保 証 金  免除

 上記の物品類売買契約について、発注者と受注者は、各々 の対等な立場における合意に

基づいて、別添の条項によって物品類売買契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行

するものとする。 

 この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

  令和４年  月  日  

住 所  千葉県印西市牧の原二丁目３番地      

発 注 者       印西地区消防組合             

□氏 名  管理者  板 倉  正 直  印

住 所                       

受 注 者                            

○氏 名                 印



（ 総則）  

第１条 発注者及び受注者は、この約款（ 契約書を含む。以下同じ。） に基づき、設計図書（ 別冊

の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。） に従い、日

本国の法令を遵守し、この契約（ この約款及び設計図書を内容とする物品類売買契約をいう。以

下同じ。） を履行しなければならない。  

２  受注者は、この契約の目的である物品を契約書記載の納入期限内に、納入するものとし、発注

者はその契約代金を支払うものとする。  

３  受注者は、物品を納入する場合において、設計図書にその品質が明示されていないときは、中

等以上の品質のものを納入しなければならない。  

４  この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。  

５  この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。  

６  この約款及び設計図書における期間の定めについては、この契約書又は設計図書等に特別の定

めがある場合を除き、民法（ 明治２９年法律第８９号） 及び商法（ 明治３２年法律第４８号） の

定めるところによるものとする。  

７  この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。  

８  この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による

専属的管轄裁判所とする。  

（ 指示等及び協議の書面主義）  

第２条 この約款に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除（ 以

下「 指示等」 という。） は、書面により行わなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注者は、前項

に規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、発注者及び受注者は、既に行

った指示等を書面に記載し、７日以内にこれを相手方に交付するものとする。  

３  発注者及び受注者は、この約款の他の条項の規定により協議を行うときは、当該協議の内容を

書面に記録するものとする。  

（ 権利義務の譲渡等）  

第３条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保の

目的に供することができない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでな

い。  

２  受注者がこの契約の履行に必要な資金が不足することを疎明したときは、発注者は、特段の理

由がある場合を除き、受注者の物品類売買代金債権の譲渡について、第１項ただし書の承諾をし

なければならない。  

３  受注者は、前項の規定により、第１項ただし書の承諾を受けた場合は、物品類売買代金債権の

譲渡により得た資金をこの契約の履行以外に使用してはならず、またその使途を疎明する書類を

発注者に提出しなければならない。  

（ 秘密の保持等）  

第４条 受注者は、当契約の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。  

２  受注者は、当契約の履行過程において得られた記録簿等を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲

渡してはならない。ただし、発注者の承認を得たときは、この限りでない。  

（ 担当職員）  

第５条 発注者は、担当職員を置いたときは、その氏名等を受注者に通知しなければならない。担

当職員を変更したときも、同様とする。  

２  担当職員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく発注者の権限とされる事

項のうち発注者が必要と認めて担当職員に委任したもののほか、設計図書に定めるところにより、

次に掲げる権限を有する。  



(１ )  発注者の意図する納品を完了させるための受注者に対する指示。  

(２ )  この約款及び設計図書の記載内容に関する受注者の確認の申出、又は質問に対する承諾、

又は回答。  

(３ )  この契約の履行に関する受注者との協議。  

(４ )  この契約の進捗状況の確認、設計図書の記載内容と履行内容との照合その他契約の履行状

況の調査。  

３  発注者は、２名以上の担当職員を置き、前項の権限を分担させたときにあっては、それぞれの

担当職員の有する権限の内容を、担当職員にこの約款に基づく発注者の権限の一部を委任したと

きにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならない。  

４  第２項の規定による担当職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならな

い。  

５  この約款に定める書面の提出は、設計図書に定めるものを除き、担当職員を経由して行うもの

とする。この場合においては、担当職員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。  

６  発注者が担当職員を置かないときは、この約款に定める担当職員の権限は、発注者に帰属する。  

（ 納品書等の提出等）  

第６条 受注者は物品を納品するときは、発注者の定める項目を記載した納品書を発注者に提出し

なければならない。  

２  受注者は、物品を納品するときは、あらかじめ指定された場合を除き、一括して納入しなけれ

ばならない。ただし、発注者がやむを得ない理由があると認めるときは、分割して納入すること

ができる。  

３  受注者は、発注者に納入した物品は原則として、検収に不合格となったものを除いて持ち出す

ことはできない。  

（ 納入期限の延長等）  

第７条 受注者は、納入期限内に物品を納入することができないときは、その理由を明示して、発

注者に納入期限の延長を申し出ることができる。  

２  前項の規定による申し出があった場合において、その理由が受注者の責に帰することができな

いものであるときは、発注者は、相当と認める日数の延長を認めることがある。  

（ 契約内容の変更等）  

第８条 発注者は必要があるときは、受注者と協議の上、この契約の内容を変更し、又は物品の納

入を一時中止させることができる。この場合において契約金額又は納入期限を変更する必要があ

るときは、発注者と受注者とが協議して書面によりこれを定める。  

（ 天災その他不可抗力による契約内容の変更）  

第９条 契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく 日本国内での経済事勢の激変

により契約内容が著しく不適当と認められるに至ったときは、その実情に応じ、発注者又は受注

者は相手方と協議の上、契約金額、その他の契約内容を変更することができる。  

（ 検収）  

第１０条 発注者は第６条第１項の規定により受注者から納品書の提出があったときは、その日か

ら起算して１０日以内に発注者又は発注者が検収を行う者として定めた職員（ 以下「 検査職員」

という。） の職員をして検収を行うものとする。  

２  前項の検収を行う場合において、必要があるときは、発注者はその理由を通知して、破壊もし

く は分解又は試験により検収を行うことが出来る。  

３  受注者は、あらかじめ指定された日時及び場所において、第１項の検収に立ちあわなければな

らない。  

４  受注者は、第１項の検収に立ち会わなかったときは、検収の結果について異義を申し立てるこ

とができない。  



５  発注者は、必要があるときは、第１項の検収のほか、納入が完了するまでにおいて、品質等の

確認検収を行うことができる。この場合、第２項から第４項までの規定を準用する。  

６  第１項及び前項の検収に直接必要な費用並びに検収のため、変質、変形、消耗又はき損した物

品にかかわる損失は、すべて受注者の負担とする。  

７  受注者は、第１項の検収に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検収を受けなければな

らない。この場合において、修補の完了を物品類納入の完了とみなして第２項から第６項までの

規定を準用する。  

（ 契約代金の支払い）  

第１１条 受注者は、物品の納入が完了し、かつ発注者の検収に合格したとき又は第１３条第２項

の協議が成立したときは契約代金を請求することができる。  

２  前項の規定にかかわらず、受注者は、物品を分割して納入し発注者の検収に合格したときは、

当該納入物品に係る契約代金を請求することができる。ただし、設計図書等において納入が完了

し、かつ発注者の検収に合格したときに一括して契約代金を支払うと定めたときはこの限りでは

ない。  

３  発注者は、前２項の請求を受けたときは、その日から起算して３０日以内に、契約代金を支払

わなければならない。  

４  発注者が、前項の期間内に契約代金を支払わないときは、受注者は発注者に対して支払い遅延

日数に応じ、この契約の締結日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（ 昭和２４年法

律第２５６号） 第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率で計算した金額を遅延利息とし

て請求することができる。  

（ 引換え又は手直し）  

第１２条 受注者は、納入した物品の全部または一部が第１０条第１項の検収に合格しないときは、

速やかに引換え又は手直しを行い、設計図書等に適合した物品を納入しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、受注者は、発注者により引換え又は手直しのための期間を指定され

たときは、その期間内に設計図書等に適合した物品を納入しなければならない。  

３  受注者は、前２項の規定により引換え又は手直しが完了したときは、その物品を納入場所にお

いて発注者に納入するとともに、第６条第１項に定める納品書を発注者に提出しなければならな

い。  

４  発注者は、前項の規定により受注者から納品書の提出があったときは、その日から起算して１

０日以内に検収を行うものとする。  

５  第１０条第２項から第４項まで及び第６項の規定は、前項の検収について準用する。  

（ 減価採用）  

第１３条 発注者は第１０条第１項又は前条第４項の検収に合格しなかった物品等について、その

契約の内容に適合しない程度が軽微であり、かつ、使用上支障がないと認めるときは、契約金額

を減額して採用することがある。  

２  前項の規定により減額する金額については、発注者と受注者とが協議の上、定めるものとする。  

（ 所有権の移転、引渡し及び危険負担）  

第１４条 物品の所有権は、検収に合格したとき、又は前条第２項の協議が成立したときに、受注

者から発注者に移転し、同時にその物品は、発注者に対し引き渡されるものとする。  

２  前項の規定により所有権が移転する前に生じた物品についての損害は、すべて受注者の負担と

する。  

（ 契約不適合責任）  

第１５条 発注者は、納入した物品が品質不良、変質、数量の不足その他契約の内容に適合しない

もの（ 以下「 契約不適合」 という。） であるときは、別に定める場合を除き、受注者に対して、

物品の補修又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。  



２  前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が

請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。  

３  第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履

行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができ

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく 、直ちに代金の減額を

請求することができる。  

(１ )  履行の追完が不能であるとき。  

(２ )  受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。  

(３ )  物品の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ

契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその

時期を経過したとき。  

(４ )  前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受け

る見込みがないことが明らかであるとき。  

（ 契約不適合責任期間等）  

第１６条 発注者は、引き渡された物品に関し、第１４条第１項の規定による引渡し（ 以下この条

において単に「 引渡し」 という。） を受けた日から３年以内でなければ、契約不適合を理由とし

た履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（ 以下この条において

「 請求等」 という。 ） をすることができない。  

２  前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根

拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。  

３  発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（ 以下この項及び第６項にお

いて「 契約不適合責任期間」 という。） の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場

合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をした

ときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。  

４  発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法

の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。  

５  前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用

せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。  

６  民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。  

７  発注者は、物品の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわ

らず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはで

きない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。  

８  引き渡された物品の契約不適合が設計図書の記載内容、発注者の指示又は貸与品等の性状によ

り生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができな

い。ただし、受注者がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこれを

通知しなかったときは、この限りでない。   

（ 発注者の任意解除権）  

第１７条 発注者は、物品の納入が完了するまでの間は、次条又は第１７条の３の規定によるほか、

必要があるときは、この契約を解除することができる。  

２  発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたとき

は、その損害を賠償しなければならない。  

（ 発注者の催告による解除権）  

第１７条の２  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその

履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、そ

の期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であ

るときは、この限りでない。  

(１ )  第３条第３項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出したとき。  

(２ )  納入期限内に物品を納入することができないとき又は納入期限後相当の期間内に物品を納



入する見込みがないと認められるとき。  

(３ )  正当な理由なく 、第１５条第１項の履行の追完がなされないとき。  

(４ )  前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。  

（ 発注者の催告によらない解除権）  

第１７条の３  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除

することができる。  

(１ )  この契約に関して公正取引委員会が、受注者（ 受注者が協同組合又は共同企業体（ 以下

「 協同組合等」 という。 ） である場合については、その代表者又は構成員。次号において

同じ。 ） に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（ 昭

和２２年法律第５４号。以下「 独占禁止法」 という。 ） 第７条第１項の規定による措置を

命じ、当該命令が確定したとき、又は独占禁止法第７条の２第１項の規定による課徴金の

納付を命じ、当該命令が確定したとき。  

(２ )  この契約に関して受注者（ 受注者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）

が刑法（ 明治４０年法律第４５号） 第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確

定したとき。  

(３ )  第３条第１項の規定に違反して物品類売買代金債権を譲渡したとき。  

(４ )  第３条第３項の規定に違反して譲渡により得た資金を当該業務の履行以外に使用したとき。  

(５ )  この契約の成果物を完成させることができないことが明らかであるとき。  

(６ )  受注者がこの契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。  

(７ )  受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶す

る意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達すること

ができないとき。  

(８ )  契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しな

ければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその

時期を経過したとき。  

(９ )  前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をして

も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。  

(１０ )  暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３年法律第７７号） 第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。 ） 又は暴力団員（ 同法第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。） が経営に実質的に関与し

ていると認められる者に物品類売買代金債権を譲渡したとき。  

(１１ )  第１８条又は第１８条の２の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。  

(１２ )  受注者が次のいずれかに該当するとき。  

イ 役員等（ 受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその代

表者、非常勤を含む役員、その支店若しくは営業所を代表する者又は経営に実質的に関

与している者をいう。以下この号において同じ。 ） が暴力団員であると認められるとき。  

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。  

ハ 役員等が自己、自社若しく は第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。  

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく は関与していると認められると

き。  

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。  

ヘ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。  

ト  受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（ ヘに該当する場合を除く 。 ） に、発注者が受注者に対して当該契約の解除



を求め、受注者がこれに従わなかったとき。  

（ 発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第１７条の４  第１７条の２各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由による

ものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。  

（ 発注者の損害賠償請求等）  

第１７条の５  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損

害の賠償を請求することができる。  

(１ )  納入期限内に物品を納入することができないとき。  

(２ )  この契約の成果物に契約不適合があるとき。  

(３ )  第１７条の２又は第１７条の３の規定により成果物の引渡し後にこの契約が解除されたと

き。  

(４ )  前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能

であるとき。  

２  次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、物品類売買代金

の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。  

(１ )  第１７条の２又は第１７条の３の規定により成果物の引渡し前にこの契約が解除されたと

き。  

(２ )  成果物の引渡し前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となったとき。  

３  次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。  

(１ )  受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（ 平成１６年法律第７

５号） の規定により選任された破産管財人 

(２ )  受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（ 平成１４年法律

第１５４号） の規定により選任された管財人 

(３ )  受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（ 平成１１年法律

第２２５号） の規定により選任された再生債務者等 

４  第１項各号又は第２項各号に定める場合（ 前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみ

なされる場合を除く 。 ） がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰すること

ができない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。  

５  第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、遅延日数に応じ、こ

の契約の締結の日における印西市契約事務規則（ 平成１８年規則第１９号） 第２９条第１項に規

定する違約金の率で計算した額（ １００円未満の端数があるとき又は１００円未満であるときは、

その端数額又はその全額を切り捨てる。） とする。  

（ 受注者の催告による解除権）  

第１８条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経

過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。  

（ 受注者の催告によらない解除権）  

第１８条の２  受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除すること

ができる。  

(１ )  第８条の規定により契約の内容を変更したため物品類売買代金が３分の２以上減少したと

き。  

(２ )  第８条の規定による物品の納入の中止の期間が３月以上に及ぶとき又は契約期間の３分の

２以上に及ぶとき。  

（ 受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第１８条の３ 第１８条又は前条に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。  



（ 受注者の損害賠償請求等）  

第１８条の４ 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害

の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通

念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでな

い。  

(１ )  第１８条又は第１８条の２の規定によりこの契約が解除されたとき。  

(２ )  前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能で

あるとき。  

２  第１３条第２項の規定による物品類売買代金の支払いが遅れた場合においては、受注者は、未

受領金額につき、遅延日数に応じ、この契約の締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関

する法律（ 昭和２４年法律第２５６号） 第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率で計算

した額（ １００円未満の端数があるとき又は１００円未満であるときは、その端数額又はその全

額を切り捨てる。） の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。  

（ 解除に伴う措置）  

第１９条 発注者は、契約が解除された場合においては、分割納入した物品を検収の上、当該検収

に合格した部分および部分払いの対象となった契約代金の引渡しを受けるものとし、当該引渡し

を受けたときは、当該引渡しを受けた分割納入した物品に相応する契約代金を受注者に支払わな

ければならない。この場合において、発注者は必要があると認められるときは、その理由を受注

者に通知して、分割納入した物品を最小限度破壊もしく は分解又は試験により検収することがで

きる。  

２  前項の場合において検収又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。  

３  受注者は、契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発注者に返還

しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失により滅失または

き損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償

しなければならない。  

（ 談合その他不正行為に係る賠償金の支払い）  

第２０条 受注者は、第１７条の３第１号又は第２号のいずれかに相当するときは、発注者がこの

契約を解除するか否かにかかわらず、賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額を発注

者が指定する期限までに支払わなければならない。受注者がこの契約を履行した後も同様とする。

ただし、同条第１号において、命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項第３号及び同

項第６号に基づく 不公正な取引方法（ 昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号） 第６

項に規定する不当廉売である場合その他発注者が特に必要と認める場合は、この限りでない。  

２  前項の規定にかかわらず、発注者は、発注者の生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の

額を超える場合においては、受注者に対しその超過分につき賠償を請求することができる。  

３  前２項の場合において、受注者が協同組合等であるときは、代表者又は構成員は、賠償金を連

帯して発注者に支払わなければならない。受注者が既に協同組合等を解散しているときは、代表

者であった者又は構成員であった者についても、同様とする。  

（ 業務妨害又は不当要求に対する措置）  

第２１条 受注者は、この契約の履行に当たり、以下の事項を遵守しなければならない。  

暴力団等（ 暴力団対策法第２条に規定するものをいう。） から工事妨害又は不当要求を受けた場

合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに発注者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出る

こと。  

（ 遵守義務違反）  

第２２条 発注者は、受注者が前条に違反した場合は、印西地区消防組合建設工事請負業者等指名

停止措置要綱（ 令和３年告示第４号） の定めるところにより、指名停止の措置を行う。受注者の

再委託業者が報告を怠った場合も同様とする。  

（ 延滞違約金）  



第２３条 受注者の責に帰すべき理由により納入期限までに物品を納入することができない場合に

おいて、納入期限後相当の期間内に物品を納入する見込みのあるときは、発注者は受注者から遅

延違約金を徴収して納入期限を延長することができる。  

２  前項の遅延違約金の額は、納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、この契約の締結

日における印西市契約事務規則（ 平成１８年規則第１９号） 第２９条第１項に規定する違約金の

率で計算した額とする。  

３  前項の規定にかかわらず、納入した物品の一部が第１０条第１項又は第１２条第４項の検収に

合格したときは、第１項の遅延損害金の額は、契約金額から当該検収に合格したものの契約金額

相当額を控除した金額を基礎として計算する。  

４  第１２条第２項の規定により引き換え又は手直しの期間を指定した場合において、当該引換え

又は手直しに係る物品が指定した期間経過後に納入されたものであるときは、当該物品に係る遅

延違約金は、納入期限の翌日から計算する。  

５  前各項の遅延違約金の計算の基礎となる日数には、検収に要した日数を算入しない。  

（ 相殺）  

第２４条 発注者は、受注者に対して有する金銭債権があるときは、受注者が発注者に対して有す

る契約代金請求権及びその他の債権と相殺し、不足があるときは、これを追徴する。  

第２５条 受注者は、この契約の実施に当たり、関係諸法令を遵守しなければならない。  

（ 補  則）  

第２６条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定

める。  
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第１ 総 則

 １ 目 的 

   この仕様書は、印西地区消防組合（ 以下「 消防組合」 という。） が令和４年度

に購入する指揮車（ 以下「 車両」 という。） 印旛消防署指揮車の艤装、性能及び

これらに関する必要事項ついて定める。  

 ２  準 用 

   ここで定める仕様のほかは、道路運送車両法（ 昭和２６年法律第１８５号）、

道路運送車両の保安基準（ 昭和２６年運輸省令第６７号） 及びこれら関係法令等

の規格に適合し、緊急自動車としての承認が得られるものとする。 

 ３  仕様の変更 

   本車両の艤装にあたっては、使用の目的が十分達せられるよう製作し、技術上

の変更を要する場合及び疑義のある場合は、消防組合と協議したのち、書面を提

出し承認を得た場合のみ仕様の変更をすることができる｡ 

 ４  仕様の承認 

   受注者は本仕様書に基づく工事が完全、かつ強固に施工できるよう事前に検討 

  を行い、施工に「 そご」 がないよう確認する。また受注者は、本仕様書を十分検

討のうえ契約するものとし、契約後における一切の疑義は、全て消防組合の解釈

に従うものとする。  

５  提出書類 

  (１ ) 受注者は製作に先立ち、契約から可能な時期に速やかに次のものを各２部

提出して消防組合の承認を受けること。  

   ア 製作工程表 

   イ 設計図（ ５面図１／２０）  

   ウ 工程図 

   エ 取付品の取付要領図 

   オ 電気配線関係系統図 

   カ その他消防組合が指示するもの 

  （ ２）  本契約後、消防組合担当者が指示する進渉状況を示す書類及び画像を定 

期的に提出すること。  

  (３ ) 車両納入時には、次のものを製本のうえ各２部（ 指示あるものはその数）

提出すること。  

   ア 完成図（ ５面図１／２０）  

   イ 積載品・ 附属品及び車両取扱説明書 

   ウ 車両及び装備品のトラブル時に対応する連絡先一覧表 

   エ 納品書（ 内訳書含む）  

   オ 写真（ 前面・ 左右側面・ 後面、上面、サービス版） 各５枚及びデータ提出 
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   カ 自動車検査証の写し 

キ その他消防組合が指示するもの 

  (４ ) 受注者が公表した標準取付品及び付属品は全て納入すること。ただし、こ

の仕様書で指定したものと重複するものについては除く ことができる。  

６  検 査 

  (１ ) 消防組合に提出した製作工程表に基づき、消防組合職員の立会いのもと検

査を受けられる状態で日程を組むこと。  

  (２ ) 検査依頼は、実施予定日の１４日前までに消防組合に書面により提出する

こと。  

  (３ ) 検査にあたっては、営業及び設計担当者が必ず立ち会うこと。  

  (４ ) 検査の種類 

   ア 中間検査 艤装完了前に消防組合と協議し実施する。  

   イ 完成検査 全艤装が完了し積載品等が全て用意された時点で実施する。  

   ウ その他  消防組合が必要と認めた時に実施する。  

   エ 検査不合格の場合には、次のとおりとする。  

    (ｱ)  不具合等の内容及び改善対策事項を記載した書類を速やかに提出する

こと。  

    (ｲ)  不具合等の内容及び改善対策事項を２週間以内に実施すること。 

    (ｳ)  前記(ｱ)で提出された書類については、消防組合が改善対策事項を承認

した後、再検査を受けること。 (発生した必要な経費は受注者の負担と

する。）  

 ７  納入期限 

    令和４年１１月２５日（ 金）  

第２ 仕様一般

１ シャシ諸元 

(１ ) ワンボッ クス  

(２ ) 全 長   ４，５００ｍｍ以下 

(３ ) 全 幅   １，７００ｍｍ以下 

(４ ) 全 高   １，９００ｍｍ以下 

(５ ) ホイールベース   ２，７３０ｍｍ以下 

(６ ) 室 内 長   １，９１０ｍｍ以下 

(７ ) 室 内 幅   １，５１０ｍｍ以下 

(８ ) 室 内 高   １，３７０ｍｍ以下 

(９ ) 最小回転半径   ５．２ｍ以下    

(10)  タ イ ヤ   ラジアルタイヤ（ アルミホイール付）  
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(11)  乗 車 定 員   ５名以上 

 ２  エンジン性能 

  (１ ) エ ン ジ ン   ガソリンエンジン 

（ 平成３０年基準排出ガス適合）  

  (２ ) 総 排 気 量   １，５００ｃ ｃ 以上 

  (３ ) 最 高 出 力   ７０ｋ ｗ以上    

  (４ ) 最大 ト ルク   １５０Ｎ・ ｍ以上  

(５ ) ミ ッ シ ョ ン   ＣＶＴ  

(６ ) 駆 動 方 式   前輪駆動方式 

３  主な装備品 

(１ ) エアコン 

(２ ) パワーステアリング(右側ハンドル) 

(３ ) フォグランプ 

(４ ) カーラジオ（ ＡＭ・ ＦＭ）  

(５ ) 時計  

(６ ) サイドバイザー 

(７ ) マッドガード 

(８ ) ハイマウントストップランプ 

(９ ) キーレスエントリー(リモコンドアロックバックドア連動、作動確認機能 

付き・ 予備キー含む３個) 

(10)  ＡＢＳ 

(11)  エアーバック(デェアルＳＲＳ) 

(12)  スタッドレスタイヤ(ホイール付４本)＋ゴムチェーン(一式) 

(13)  ＡＣ１００Ｖ電源ソケットを一つ以上装備し、その最大出力は１００Ｗ以

上とする。  

(14)  フロント及びラゲッジルームに照明灯（ ＬＥＤ） を装備する。  

  （ 15）  フロントパワーウインドウ 

   （ 16）  集中ドアロック 

  （ 17）   運転席・ 助手席・ 後部座席フロアゴムマット・ リアカーゴ部ゴム製 

     （ 純正品）  

   （ 18）  電動リモコンドアミラー 

    (19)   ラケッジルームに防火衣、ヘルメット等を掛けるフックを設ける。  

  （ 20）  ドライブレコーダー 

  （ 21）  バックブザー 
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第３ 艤装及び取付品

 １ 艤 装 

(１ ) 車両前部中央に消防章を取り付けること。  

(２ )  ルーフ前方に散光式赤色回転灯及びスピーカーを取り付け、貫通部は漏水

防止処置を実施する。なお、取り付けにあっては十分な強度を有する処置

を施すものとする。 

(３ ) 消防専用超短波無線電話装置は消防組合が指定する車両の車載無線機を転

載すること。  

現有車両のコード類の亀裂や老朽化がある場合は、新しく取り替えるもの

とし、外部アンテナは新品とすること。

無線機本体はキャビン内に取り付け、スピーカーは前席中央部付近に設 

け、運用上問題なく使用できるよう動作確認を行うこと。  

(取付位置等は別途協議) 

(４ ) 無線電話装置は確実に取り付けること。  

(５ ) 配線は全てフレキシブル配管とし、予備配線を通しておく こと。  

(６ ) 無線設置にかかる細部については事前に協議し決定すること。  

(７ ) ドライブレコーダーをインナーミラー付近に取り付けること。  

(８ ) ヒューズボックスを増設し、取付機器はすべてヒューズを通し配線すると

ともに、各ヒューズに名称を入れること。  

(９ )  電気関係機器で、必要なものには雑音防止装置及びリレーを取り付ける 

こと。  

(10)   フロント及びラゲッジルームの天井部分に埋め込みタイプのＬＥＤ室内灯

を別に取り付けること。（ 別途協議）  

   電源入、切スイッチは後部ドア解放時に操作しやすい位置に取り付けるこ 

   と。（ 別途協議) 

 ２  取付品 

(1)  各シートにカバー（ ビニール製） を取り付けること。（ 別途協議）  

(2)  ラゲッジルーム床面にゴム製マットを取り付けること。  

（ 別途協議）  

(3)  ラゲッジルーム左右側面にフックを必要数設ける（ 別途協議）  

(4)  消火器を荷室内の取り扱いが容易な箇所に取り付けること。（ 別途指示）  

(5)  本仕様書で指示する取付品、付属品及びそれ以外のものは、別表のとお 

りとすること。  

(6)  取付品及び付属品の積載場所は別に指示すること。  
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第４ 塗装及び記入文字

 １ 塗 装 

(1)  外板部の塗装は、赤色ウレタン塗料（ 消防レッド） を使用すること。 (バ 

ンパー含む) 

  (2)  外板部は、特殊化学液にて錆落としの上、素地調整を行い、プライマリー、

パテ付、水研ぎ、サフェーサー等の上、熱風乾燥炉にて、よく乾燥させてか

ら３回以上吹き付けを行い、再び熱風乾燥炉にて乾燥させること。 

２  記入文字 

(1) 車体両側面に、次により「 印西地区消防組合」 と記入する。 

   ア 書 体  丸ゴシック体（ カッティングシール） とする。  

   イ 書き方  両側面とも左書きにより記入する。  

   ウ 字 色  白色黒縁取り（ 住友３Ｍ製反射素地入り）  

   エ 大きさ  １２０ｍｍ×１２０ｍｍ。  

  (2)  左右側面に、次により「 印旛消防署」（ 別途指示） と記入する。  

   ア 書 体  丸ゴシック体（ カッティングシール） とする。  

   イ 書き方  両側面とも左書きにより記入する。  

   ウ 字 色  白色（ 住友３Ｍ製反射素地入り）  

   エ 大きさ  ４０ｍｍ×４０ｍｍ。  

  (3)  主たる積載品及び付属品には、白色または黒色で「 印旛消防署」（ 別途指

示） と記入する。（ ステッカー可）  

  (4)  各記入文字については、塗装終了後に配置、大きさ等について再度協議す

る。 
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第５ 補 足

 １ 補足 

（ 1）  車両の登録、各種申請及び納入は、受注者が行い、納入場所は消防組合が

指定した場所とする。なお、車両ナンバーについては、消防組合が指定する

番号（ １８７７） とし、納車日前に車両に撥水コーティング加工を施し、燃

料は満タンの状態で納入すること。（ 別途協議）  

(2)   製作・ 設計にあたっては、権利上又はその他の問題が生じたときは、受注 

者において、その責任を負うものとする。  

(3)    本車両の納入の際、車両（ 積載品等） の取扱説明書等をクリヤーケース等

に入れ納入すること。又、これに必要な経費（ 資料等を含む） は受注者の負

担とする。  

(4)   本車両の登録に要する諸経費（ 自賠責保険、重量税、新規登録手数料、リ

サイクル料） は、受注者が立て替え払いし、納入後に発注者に請求するもの

とする。  

  (5)   保障期間は、完成車の納入日から１年間（ メーカー等の保障期間が、１年

以上の場合にはその年数） とする。  

ただし、保障期間後といえども、設計不良、工作不良に起因する不都合等

が生じた場合には、無償にて受注者の負担で、交換、部品の取り替えまたは、

修理等を行うこと。  

  (6)   本仕様書に定めのない事項においても、製作上当然必要と思われるもの、

あるいはメーカーが公表している標準仕様（ 装備品等を含む） については、

それを施工するものとする。

  (7)   本仕様書の解釈について消防組合に確認せずに施工したものについては全

て無効とし、再度製作すること。また、設計、製作中に疑義が生じた場合に

は、消防組合と協議する。 

  (8)   本仕様書に指示するものの他に、規格上必要な物はすべて附属して納品す

ること。  

  (9)   車両に使用している電球及びヒューズ全種類の予備を備えて納品すること。 

  (10)  旧車両の廃車等に関しては、受注者が行うものとする。  
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別 表 

番号 品  名 数量 摘  要 

１  散光式赤色回転灯 １式 大阪サイレン ＮＦ -Ｍ-ＸＪ Ｄ-Ｌ Ａ1 

２  電子サイレンアンプ １式 
大阪サイレン製 Ｔ ＳＫ－Ｄ１ 

(専用マイクＭＣ-D1L付)

３  消防章 １個 
クロムメッキ１５０mm 

フロントグリル中央取り付け 

４  フォグランプ ２個 純正品 

５  携帯用拡声器 1個 （ 株） ノボル電機製作所 Ｔ Ｓ-613Ｌ   

６  フロアマット  1式 純正品（ 全席、リアカーゴ部ゴム製）  

７  サイドバイザー 1式 純正品（ 全窓対応）  

８  泥除け 1式 全車輪 

９  サイルチェーン 1組 ゴム製 

１０ 故障停止表示板 1個 純正品もしくはそれに準拠するもの 

１１ スタッドレスタイヤ ４本 ホイール付 

１２ 消火器 1本 自動車用ＡＢＣ６型（ 取付金具込み）  

１３ 
ファイリング形式の動

態図 
１冊 （ 旧印西市）  

１４ ドライブレコーダー 1式 

ウィットネス最新式及び純正品(コンパクト

フラッシュ 32GB 以上２枚付属)又は同等

品、ドライブレコーダー別途協議 

※全方位または前後撮影可能品希望 
１５ 携帯用投光器 １個 ファイヤーバルカンＬＥＤ ０７１Ｆ  

１６ 収納ボックス １個 
携帯用拡声器、携帯用投光器、故障表示板

を収納するボックス 

１７ 文字記入(指定看板) 1式 文字書き 

１８ 指定塗装・ 艤装費 1式 消防色 

１９ 前面警光灯 ２個 
ウィレン社製 Ｉ ＯＮＶＢＲ 又は 

       Ｉ ＯＮＶＳＭＣＲ 
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番号 品  名 数量 摘  要 

２０ LED庫内灯 ２個 ＪＢ-002 又は同等品 

２１ バックブザー １式 純正品（バン用） 



年度 令 和 ４ 年 度

金 円

番号 品 名 数量単位

１ 指揮車購入 1 台 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

小 計 円

消 費 税 相 当 額 円

合 計 円

設　　　　　計　　　　　書

印西地区消防組合消防本部

事 業 名 指揮車購入

納 入 期 限 令和４年１１月２５日（ 金）

納 入 先 印西地区消防組合 印旛消防署

設 計 金 額

単 価 金 額

物

品

概

要

　別添仕様書のとおり


